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～平成29年度決算の状況～

［ 歳入 ］　 （単位：千円）

［ 歳出　性質別 ］　　　　　　　 　（単位：千円）

［ 歳出　目的別 ］　　　　　　　 　（単位：千円）

一般会計

市税
22％

国庫支出金
14%

県支出金
8%

地方譲与税、
各種交付金
　　5％

分担金及び負担金　1％

使用料及び
手数料  1％

繰越金 2% 市債
8％

地方交付税
35％

歳入総額
247億

4,951万6千円

（財産収入、寄附金、繰入金、諸収入）
その他 4%

人件費
15％

投資及び出資金、貸付金  0％

繰出金
11％

積立金  0％

物件費
12％

扶助費
25％補助費等

11％

普通建設事業費
7％

公債費
17％

242億
1,633万2千円

歳出総額

維持補修費
1％

災害復旧
事業費  1％

項　　目 決 算 額
市税 5,431,884
地方譲与税、各種交付金 1,252,756
地方交付税 8,668,453
分担金及び負担金 357,640
使用料及び手数料 326,297
国庫支出金 3,425,966
県支出金 2,057,686
財産収入 55,155
寄附金 199,378
繰入金 252,279
繰越金 395,303
諸収入 451,237
市債 1,875,482

合　　計 24,749,516

項　　目 決 算 額
人件費 3,682,307
物件費 2,947,695
維持補修費 170,679
扶助費 6,048,658
補助費等 2,583,229
普通建設事業費 1,680,121
災害復旧事業費 200,715
公債費 4,046,868
積立金 88,241
投資及び出資金 47,135
貸付金 55,729
繰出金 2,664,955

合　　計 24,216,332

項　　目 決 算 額
議会費 184,289
総務費 2,984,184
民生費 9,014,202
衛生費 1,961,833
労働費 3,472
農林水産業費 894,075
商工費 569,485
土木費 1,651,301
消防費 817,609
教育費 1,888,299
災害復旧費 200,715
公債費 4,046,868

合　　計 24,216,332

　平成 29 年度一般会計決算額は、歳入総額 247 億
4,951 万 6千円、歳出総額 242 億 1,633 万 2千円、差
し引き5億3,318万 4千円の黒字となり、繰越事業の財
源として翌年度に繰り越す財源（1億 1,521 万 8千円）
を控除した実質収支額は、4億 1,796 万 6千円の黒字と
なりました。
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議会費

議会の運営など

 

3,904 円 総務費

庁舎の管理、徴税、
選挙など

 

63,224 円 民生費

高齢者福祉や障がい
者福祉、生活保護、
子育て支援
など

190,979 円 衛生費

医療対策、病気の予
防、ごみ処理など

41,564 円 農林水産業費

農業や林業、漁業の
振興など

18,942 円

● 市民の皆さん 1 人当たりで見ると…（歳出目的別） ※人口  47,200人（平成30年3月31日現在）で計算

商工費

商業や工業、観光
の振興、企業誘致
など

12,066 円 土木費

道路や河川、公園、
住宅の整備・管理など

34,985 円 消防費

消火活動、救急救命
など

17,322 円 教育費

小中学校、幼稚園、
公民館の運営、
文化財の保護、
生涯学習など

40,007 円 公債費

借金の返済

 

85,739 円

 

その他

雇用対策や災害復旧
など

 4,326 円

平平平平平平成成成成成成292929年年年年年年度決算に係る財政指標は次のとおりです度決算に係る財政指標は次のとおりです度決算に係る財政指標は次のとおりです度決算に係る財政指標は次のとおりです度決算に係る財政指標は次のとおりです度決算に係る財政指標は次のとおりです

健全化判断比率 資金不足比率
◆実質赤字比率　≪－≫

 福祉、教育やまちづくり等を行う益田市の一般会計等
の収支が、赤字か黒字かを見るための指標です。
益田市は赤字でないため、算定比率は表示されません。
◆連結実質赤字比率　≪－≫

一般会計、特別会計の全会計を合算した指標で、赤字
か黒字かを判断します。
益田市は赤字でないため、算定比率は表示されません。
◆実質公債費比率　≪ 14.8％≫

 歳出の中で、過去に行なった借入金の返済額およびこ
れに準ずるものの大きさを見るための指標です。

地方公共団体が設置する公営企業に係る特別会計ご
との資金不足額を算定し、公営企業の資金不足額を
公営企業の料金収入等の規模で示される事業規模と
比較して、経営状況の深刻度を示すものです。

◆将来負担比率　≪ 132.8％≫
 一般会計等が将来的に負担する必要のあるもの（地方
債の現在高や退職手当負担見込額、第三セクターに対
する負担見込額等）が、後年度財政を圧迫する可能性
が高いかどうかを示すものです。

※ 健全化判断比率のうち、いずれか 1 つでも早期健全化基準以上
となった場合には、財政健全化計画を策定する必要があります。

益田市　14.8 財政再生
基準 35.0

早期健全化
基準 25.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

《 資金不足が生じていないため、比率は表示されません。》

※ 資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、
経営健全化計画を策定する必要があります。

【問い合わせ先】
市財政課　☎ 31-0604

益田市  132.8 早期健全化
基準 350.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0 400.0

（単位：％）

（単位：％）

  

経営健全
化基準資金不足比率特別会計の名称

20.0％

水道事業会計 ―
簡易水道事業特別会計 ―
農業集落排水事業特別会計 ―
公共下水道事業特別会計 ―

益田駅前地区市街地再開発 ―
事業特別会計

土地区画整理事業特別会計 ―

◆市民 1 人当たりの歳入額 52万4,354円
　　　　　うち個人市民税（個人） 39,749 円
　　　　　うち固定資産税 57,498 円

◆市民 1 人当たりの歳出額 51万3,058 円
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介護予防・生活支援サービス事業費
一般介護予防事業費
包括的支援事業費
　総合相談事業費 
　権利擁護事業費　　　　　　　　　 
　包括的マネジメント事業費 
　任意事業 
　在宅医療・介護連携推進事業 
　生活支援体制整備事業 
　認知症総合支援事業 
高額介護予防サービス費相当事業等費
その他諸費

地域支援事業費の内訳
居宅サービス費
地域密着型介護サービス費
施設サービス費
福祉用具購入費
住宅改修費
サービス計画費
高額サービス費
高額医療合算サービス費
特定入所者介護サービス費
審査支払手数料

1,956,385
1,004,602
1,815,398

8,298
21,689

184,528
119,847

25,856
194,654

5,285

2,073,458
874,545

1,794,569
8,114

27,033
212,981
120,841

10,428
206,930

5,935

保険給付費の内訳H29年度 H28年度

83,344
21,502

105,172
70,016

261
434

21,621
6,145
2,237
4,458

3
363

-
-

29,943
-

352
496

24,151
205
26

4,713
-
-

H29年度

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

★ 歳　入（収 入）
介護保険特別会計の主な歳入は、保険料、支払基金交
付金、国・県の支出金、益田市一般会計からの繰入金
などで占めています。介護サービスの給付を行うため
に必要な財源は、保険料や国・県・市の負担となります。
また、介護保険事業に必要な事務費や人件費などの大
部分は市の負担となります。

介護保険料：65 歳以上の 1 号被保険者保険料のことです。
支払基金交付金：40 歳～ 64 歳までの 2 号被保険者保険
　　　　　　　　料のことです。
サービス事業収入：指定介護予防支援事業所が行うケアプ
　　　　　　　　　ランに対する介護報酬です。

★ 歳　出（支 出）
保険給付費：要支援・要介護認定を受けてサービスを利用

した時に、保険で負担する 9 割または 8 割のサービ
ス費と、それらをサービス提供事業者などに支払うた
めに必要な審査支払手数料のことです。

地域支援事業費：高齢者が「要支援・要介護状態」になる
ことを予防し、また、住み慣れた地域で自立した日常
生活を送ることができるよう支援する事業です。

サー ビス事業費：指定介護予防支援事業所が行う要支援者
への介護予防居宅支援事業費（ケアプラン料等）です。

 歳　入　額 60 億 3,911 万 6 千円
 歳　出　額 58 億 6,842 万 1 千円
 歳入と歳出の差額 1 億 7,069 万 5 千円

H28年度

介護保険特別会計の決算の状況は以下のとおりです。

これは交付金等の返還、基金の積立に充てます

（単位：千円）

一般会計繰入金
14%   

支払基金交付金
25％

保険給付費  91％

介護保険料
　19%

県支出金
14%

総務費
　2%

その他経費  1%

基金積立金  2%
サービス事業費  1％

地域支援事業費
3%

歳入総額
60億

3,911万6千円

58億
6,842万1千円

歳出総額

国庫支出金
23%

サービス事業収入
　1％　　　

繰越金  3%
その他  1%

一般会計繰入金
14%   

支払基金交付金
25％

保険給付費  91％

介護保険料
　19%

県支出金
14%

総務費
　2%

その他経費  1%

基金積立金  2%
サービス事業費  1％

地域支援事業費
3%

歳入総額
60億

3,911万6千円

58億
6,842万1千円

歳出総額

国庫支出金
23%

サービス事業収入
　1％　　　

繰越金  3%
その他  1%

歳入と歳出の差額 1,204万6千円は平成30年度に
繰り越しました。（これは広域連合納付金の翌年度
精算等に充てます）

歳　入 歳　出
後期高齢者医療保険料 475,571 総務費 28,675 
繰入金 907,457 広域連合納付金 1,354,832 
その他 25,567 その他 13,042 

合　計 1,408,595 合　計 1,396,549 

（単位：千円）（単位：千円）

【問い合わせ先】市高齢者福祉課　☎ 31-0682

【問い合わせ先】市保険課　☎ 31-0215

「地域包括支援センター」は、高齢者の介護や福祉、医療、
そして権利などを守るため、生活のあらゆる面からサポート
する相談機関です。お気軽にご相談ください。

 は平成30年度に繰り越しました。
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国民健康保険特別会計 事業勘定・各診療施設勘定の決算の状況をお知らせします。

保険税
15%

一般会計繰入金
 7％

繰越金 1％

基金繰入金 0％

市債 0％
その他
20％

保険給付費
61％

後期高齢者支援金
10%

老人保健拠出金 0％

介護納付金 3％
保健事業費 1％
基金積立金 1％

総務費 2％
その他
22％

国支出金
　18%

県支出金 4%

前期高齢者交付金
34%

療養給付費交付金
1%

歳出総額
59億

1,042万2千円

歳入総額
59億

6,496万3千円

事業勘定

診療施設勘定

　事業勘定は、保険給付などの国民健康保険事業を実施するための予算です。平成 29 年度決算
では、歳入歳出差引 5,454万1千円の黒字となりました。ただし、繰越金を除いた単年度収支は、
1,970万4千円の赤字となっています。

［�歳　入�］　　　　　　　��（単位：千円）

［�歳　出�］　　　　　　　��（単位：千円）

美　都 匹見澄川 匹見道川

諸支出金 73

諸支出金 60

診療収入
11,305

繰入金
10,553

総務費
11,145

総務費
10,109

総務費
8,657

医業費
2,329

医業費
7,081

繰入金
7,716繰入金

5,827

診療収入
3,251

使用料及び手数料
592

20,000

15,000

10,000

5,000

0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

繰
越
金
60 

繰
越
金
73

使
用
料
及
び
手
数
料
91

使
用
料
及
び
手
数
料
37

（単位：千円）

※ 島根県国民健康保険団体連合会の速報値
　（平成 29 年 3 月から平成 30 年 2 月診療分まで）

　医療の受診機会に恵まれない地域に国民健康保険診療施設
を開設しています。診療施設勘定は、この施設の運営や整備
のための予算です。
　歳入歳出差引は、美都診療施設 0円、匹見澄川診療施設 3万
3千円、匹見道川診療施設1万8千円となっています。

（単位：円）

保険税
15%

一般会計繰入金
 7％

繰越金 1％

基金繰入金 0％

市債 0％
その他
20％

保険給付費
61％

後期高齢者支援金
10%

老人保健拠出金 0％

介護納付金 3％
保健事業費 1％
基金積立金 1％

総務費 2％
その他
22％

国支出金
　18%

県支出金 4%

前期高齢者交付金
34%

療養給付費交付金
1%

歳出総額
59億

1,042万2千円

歳入総額
59億

6,496万3千円

【問い合わせ先】市保険課　☎ 31-0212

区　分 決算額
国支出金 1,076,545 
県支出金 235,681 
療養給付費交付金 83,065 
前期高齢者交付金 2,003,354 
保険税 886,688 
一般会計繰入金 433,907 
基金繰入金 0 
繰越金 74,245 
市債 0 
その他 1,171,478 

合　計 5,964,963 

区　分 決算額
保険給付費 3,598,505 
後期高齢者支援金 574,587 
老人保健拠出金 15 
介護納付金 191,451 
保健事業費 64,122 
基金積立金 49,539  
総務費 117,002 
その他 1,315,201 

合　計 5,910,422 

国保 平成 28 年度 平成 29 年度 伸び率（％）

益
田
市

一　般 410,329 407,099 ▲ 0.79 

退　職 353,773 445,508 25.93 

合　計 408,172 407,723 ▲ 0.11 

島
根
県
平
均

一　般 428,015 439,092 2.59

退　職 416,033 435,535 4.69

合　計 427,527 439,014 2.69 

※一人当たりの年間医療費

歳　入

歳　出

差　引 54,541 
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（5億3,381万4千円）

（8億8,883万7千円）

建設改良費等

2億9,187万6千円

企業債償還金

2億4,193万8千円

企業債
8,000万円

支　出

（9億7,805万5千円）

水道料金

7億8,421万1千円

収　入 支　出

不足額

3億6,683万8千円

（1億6,697万6千円）

収　入

人件費
1億9,333万6千円

長期前受金戻入
9,077万6千円

減価償却費

3億5,808万7千円

8,921万8千円
当年度純利益

収益的収入及び支出（税抜）
（水道事業を運営するために要した経費と財源）

資本的収入及び支出（税込）
（水道施設を造るために要した経費と財源）

業務量の概要

主な建設改良工事

◆ 決算の概要
　平成29年度の水道事業は、料金算定の基礎となる年間有収水量が486万1千㎥（前年度比100.0％）となり、損
益計算において、収入9億7,805万5千円（同99.1％）に対して、支出8億8,883万7千円（同99.5％）となり、当年度
純利益8,921万8千円を計上しました。
　建設改良工事については、益田水源池電気計装設備改修工事等 20 件を実施し、資本的収入及び支出において、
収入1億6,697万6千円に対して、支出5億3,381万4千円となり、不足額3億6,683万8千円は、過年度分損益勘定
留保資金等で補てんしました。

「いつまでも安心と安定を」  ― 市民に身近な水道をめざして ―
安心安全な水を安定して供給するために必要な施設の整備や事業活動に要する経費は、皆さまからの水道料金
でまかなわれています。水道料金のお支払いは便利な口座振替をご利用ください。

【問い合わせ先】市水道部業務課　　☎ 31-0421

平成29年度益田市水道事業会計（地方公営企業法適用事業）

項　目 平成29年度 対前年度比
期末給水人口 42,317 人 101.4％
年間配水量（①） 6,443,640㎥ 103.6％
年間有収水量（②） 4,861,219㎥ 100.0％
有収率 ②／①× 100 75.4％ △ 2.7 ポイント

工　事　名 金　額
益田水源池電気計装設備改修工事 86,214千円
昭和水管橋耐震補強工事 45,094千円

※平成 30 年度からは、上水道と美都匹見簡易水道事業等の統合に伴い美都・匹見地域の水道事業も含めたものとなります。


